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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 9,364,545 9,519,927 9,709,987 18,493,376 18,859,078 

経常利益（千円） 995,070 741,426 798,817 1,419,138 1,349,804 

中間（当期）純利益

（千円） 
549,252 411,426 459,408 800,329 774,482 

持分法を適用した場合

の投資利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 2,160,000 2,160,000 2,160,000 2,160,000 2,160,000 

発行済株式総数(千株) 9,400 9,400 9,400 9,400 9,400 

純資産額（千円） 13,885,104 14,241,916 14,711,393 14,260,194 14,635,452 

総資産額（千円） 18,350,015 18,574,573 19,261,127 18,740,724 19,363,729 

１株当たり純資産額

（円） 
1,477.14 1,515.10 1,565.04 1,513.00 1,556.96 

１株当たり中間(当期)

純利益（円） 
58.43 43.77 48.87 81.10 82.39 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)

純利益（円） 

－ － － － － 

１株当たり配当額

（円） 
－ － － 40 35 

自己資本比率（％） 75.7 76.7 76.4 76.1 75.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー

（千円） 

412,644 569,815 437,539 1,516,064 1,352,779 

投資活動による 

キャッシュ・フロー

（千円） 

△496,354 105,091 △425,740 △1,244,647 △106,322 

財務活動による 

キャッシュ・フロー

（千円） 

△376,000 △376,000 △329,000 △376,000 △376,000 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高

（千円） 

624,813 1,278,846 1,533,196 979,940 1,850,397 

従業員数（人） 258 272 273 261 266 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、アルバイト、非常勤嘱託は含んでおりません。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 273 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、製造業を中心とした設備投資の増加、雇用情勢の改善、内需の好調感

が維持される等、緩やかな回復基調にありましたが、原油価格再高騰や米国サブプライムローン問題による世界

同時株安等、景気の減速を強める懸念が高まってきており、先行きの需要動向の不透明感が増しました。 

食品業界におきましては、猛暑効果から飲料等の消費が伸びたものの、全体としては季節商品の売上は伸び悩

み、食品偽装等の不祥事により、消費者の品質や賞味期限に対する安全意識が益々高まる中、原材料の高騰、競

合他社との競争も相まって、厳しい経営環境となりました。 

油脂業界におきましては、原料価格の高値が続いており、その上原油価格の高騰による燃料費や副資材費が嵩

んだことから、価格是正とコスト削減を図ってまいりましたが、充分な改善には至っておりません。 

このような状況下、当社は販売価格の是正を行った結果、販売量はごま油が前年同期比1.7％減、食品ごまが

1.7％増となり、売上高は全体で2.0％増となりました。 

コスト面では、製造経費は前年同期比2.9％減少したものの、ドルベースでのごま原料購入価格が前年同期比

7.8％アップしたことに加え為替が前年同期比3.5％の円安となったこと等により、売上原価は前年同期比1.4％

増加しました。 

一方、販売費及び一般管理費は、業務用の価格是正を先行して実施したことによりごま油全体の販売数量は減

少しましたが、家庭用ごま油の販売数量が増加したため拡販条件費が増加し、前年同期比1.8％増加しました。 

この結果、売上高は、9,710百万円（前年同期比190百万円増）、経常利益は799百万円（前年同期比58百万円

増）、中間純利益は459百万円（前年同期比48百万円増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ317

百万円減少し、1,533百万円となりました。 

なお、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果獲得した資金は438百万円(前年同期は570百万円の獲得)となりまし

た。これは仕入債務が147百万円減少(前年同期比382百万円減)したこと、棚卸資産が139百万円増加(前年同期比

425百万円増)したこと、未払金が138百万円減少(前年同期比6百万円増)したこと等の減少要因はあったものの、

税引前中間純利益が780百万円(前年同期比51百万円増)あり、また減価償却を301百万円(前年同期比7百万円減)

行ったこと等の増加要因により、資金が増加したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は426百万円(前年同期比531百万円増)となりました。こ

れは投資有価証券の取得による支出が36百万円(前年同期比33百万円増)、有形固定資産等の取得による支出が

382百万円(前年同期比186百万円増)あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は329百万円(前年同期比47百万円減)となりました。こ

れは配当金の支払いによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） ごま油生産数量には輸入原料油を含みます。 

(2）商品仕入実績 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社は受注生産は行っておりません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を商品区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

ごま油（トン） 12,545 99.9 

食品ごま（トン） 5,634 102.0 

脱脂ごま（トン） 9,512 97.2 

合計（トン） 27,691 99.4 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

商品（千円） 144,564 79.8 

合計（千円） 144,564 79.8 

商品分類別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

ごま油（千円） 7,388,508 101.4 

食品ごま（千円） 1,952,578 101.4 

脱脂ごま（千円） 220,820 177.5 

商品（千円） 148,081 80.3 

合計（千円） 9,709,987 102.0 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

 三井物産㈱ 4,330,761 45.5 4,193,100 43.2 

 三菱商事㈱ 1,256,794 13.2 1,323,525 13.6 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社は多くの消費者に自然の恵みを生かした、より健康的な食生活に貢献できる魅力ある新製品を開発し、提供す

ることを研究開発活動の基本方針としております。 

当社の研究開発体制は、当社の製品開発に関連する大学、企業等の外部専門家のサポートを得て、販売業務部にて

マーケット情報や消費者情報を取りまとめて新製品の企画を行っております。研究開発部では、新製品の企画提案、

並びに製品化研究を行っております。また、新製品の開発につなげるべく、基礎研究にも取り組んでおります。 

今後とも社外機関との協力体制による研究も含めて「ごま製品を提供することで、健康でより豊かな食生活に貢献

する」という経営理念に基づき、当社独自の研究開発活動を推進してまいります。 

なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は18,918千円となっております。 

近における研究開発活動の主なテーマと開発目標は次のとおりであります。 

主要テーマ 開発目標 

ごま油・食品ごま関連製品開発 製品開発・用途開発によるマーケットの拡大 

ごま関連の加工製品開発 付加価値製品の創出 

ごま副産物の有効活用 脱脂ごま、ごま油副産物に含まれる有効成分の利用法開発 

ごまの機能性成分の探索・利用研究 
ごま新規機能性成分の探索と素材化、及びそれらを利用した付加価値

製品の開発 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。 

（2）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の拡充、改修について完了したものは、次

のとおりであります。 

① 小豆島工場のごま油生産設備のうち、製品タンク設置及び製品タンク室建設工事については、平成19年９月

に完了しております。 

② 小豆島工場の食品ごま生産設備のうち、ミンチタイプのすりごま充填設備については、平成19年５月に完了

しております。 

③ 本社の電算設備のシステム改修は、平成19年５月に完了しております。 

（3）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
(平成19年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年12月７日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通

株式 
9,400,000 同左 

ジャスダック証券取

引所 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

計 9,400,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日 

～  

平成19年９月30日 

－ 9,400,000 － 2,160,000 － 3,082,770 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,700株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数27個が含まれております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三井物産株式会社 

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社）  

東京都千代田区大手町一丁目２－１ 

（東京都中央区晴海一丁目８－12晴海アイ

ランドトリトンスクエアオフィスタワー

Ｚ棟） 

2,100 22.34 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３－１ 2,100 22.34 

小澤物産株式会社 東京都品川区西五反田八丁目３－16 1,551 16.50 

ザバンクオブニューヨークノ

ントリーティージャスデック

アカウント 

GLOBAL CUSTODY, 32ND FLOOR ONE WALL 

STREET, NEW YORK NY 10286, U. S. A． 475.8 5.06 

（常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行） 

（東京都千代田区丸の内二丁目７－１） 

 伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５－１ 300 3.19 

国分株式会社 東京都中央区日本橋一丁目１－１ 300 3.19 

日清食品株式会社 大阪府大阪市淀川区西中島四丁目１－１ 300 3.19 

小澤 享 東京都大田区 100 1.06 

株式会社J－オイルミルズ 東京都中央区明石町８－１ 100 1.06 

日本山村硝子株式会社 兵庫県西宮市浜松原町２－21 100 1.06 

計 － 7,426.8 79.00 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

9,400,000 
94,000 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 9,400,000 － － 

総株主の議決権 － 94,000 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までに役員の異動はありません。 

平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 1,749 1,755 1,725 1,732 1,710 1,669 

低（円） 1,699 1,705 1,704 1,700 1,651 1,578 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けており

ます。 

３．中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ．流動資産                    

１．現金及び預金     2,893,846     3,148,196     3,465,397  

２．受取手形  ※４   219,528     346,310     273,602  

３．売掛金     3,997,088     4,043,073     4,092,034  

４．棚卸資産     3,437,114     3,706,664     3,567,932  

５．未収入金     6,523     4,832     40,000  

６．その他     276,569     299,177     278,973  

流動資産合計     10,830,668 58.3   11,548,252 60.0   11,717,938 60.5 

Ⅱ．固定資産                    

(1）有形固定資産 ※１                  

１．建物及び構築
物     2,056,078     2,011,405     2,011,312  

２．機械及び装置     1,893,434     1,931,892     1,853,594  

３．土地     1,540,905     1,540,905     1,540,905  

４．その他     155,345     144,980     143,395  

有形固定資産合
計     5,645,762 30.4   5,629,182 29.2   5,549,206 28.7 

(2）無形固定資産     195,884 1.1   148,669 0.8   170,943 0.9 

(3）投資その他の資
産                    

１．投資有価証券     1,604,259     1,588,001     1,638,797  

２．その他     375,077     408,135     356,127  

３．貸倒引当金     △77,077     △61,112     △69,282  

投資その他の資
産合計     1,902,259 10.2   1,935,024 10.0   1,925,642 9.9 

固定資産合計     7,743,905 41.7   7,712,875 40.0   7,645,791 39.5 

資産合計     18,574,573 100.0   19,261,127 100.0   19,363,729 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ．流動負債                    

１．買掛金     2,177,068     2,438,197     2,588,327  

２．未払金     868,239     821,711     972,861  

３．未払法人税等     319,593     363,292     240,678  

４．賞与引当金     198,874     200,163     161,277  

５．役員賞与引当金     19,000     19,000     38,000  

６．その他 ※２   130,363     80,510     137,554  

流動負債合計     3,713,137 20.0   3,922,873 20.4   4,138,697 21.4 

Ⅱ．固定負債                    

１．退職給付引当金     567,820     564,761     532,580  

２．役員退職慰労引
当金     51,700     62,100     57,000  

固定負債合計     619,520 3.3   626,861 3.2   589,580 3.0 

負債合計     4,332,657 23.3   4,549,734 23.6   4,728,277 24.4 

 (純資産の部)          

 Ⅰ. 株主資本          

１.資本金     2,160,000 11.6 2,160,000 11.2   2,160,000 11.2

２.資本剰余金          

 (1)資本準備金     3,082,770 3,082,770   3,082,770 

資本剰余金合計     3,082,770 16.6 3,082,770 16.0   3,082,770 15.9

３.利益剰余金          

 (1)利益準備金     250,488 250,488   250,488 

 (2)その他利益剰余 
    金          

  特別償却準備金     1,212 －   － 

  別途積立金     7,440,000 7,740,000   7,440,000 

  繰越利益剰余金     1,015,232 1,209,908   1,379,500 

利益剰余金合計      8,706,932 46.9 9,200,396 47.8   9,069,988 46.8

   株主資本合計     13,949,702 75.1 14,443,166 75.0   14,312,758 73.9

 Ⅱ.評価・換算差額等           
１.その他有価証券評  
  価差額金     300,190 1.6 268,859 1.4   320,269 1.7

２.繰延ヘッジ損益     △7,976 △0.0 △632 △0.0   2,425 0.0

評価・換算差額等合
計     292,214 1.6 268,227 1.4   322,694 1.7

  純資産合計     14,241,916 76.7 14,711,393 76.4   14,635,452 75.6

負債純資産合計     18,574,573 100.0 19,261,127 100.0   19,363,729 100.0

                     



②【中間損益計算書】 

   

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高     9,519,927 100.0   9,709,987 100.0   18,859,078 100.0 

Ⅱ．売上原価  ※３   6,149,222 64.6   6,236,028 64.2   12,180,355 64.6 

売上総利益     3,370,705 35.4   3,473,959 35.8   6,678,723 35.4 

Ⅲ．販売費及び一般管理
費 

※３   2,650,529 27.8   2,699,392 27.8   5,428,585 28.8 

営業利益     720,176 7.6   774,567 8.0   1,250,138 6.6 

Ⅳ．営業外収益 ※１   35,632 0.4   30,318 0.3   126,011 0.7 

Ⅴ．営業外費用 ※２   14,382 0.2   6,068 0.1   26,345 0.1 

経常利益     741,426 7.8   798,817 8.2   1,349,804 7.2 

Ⅵ．特別利益     522 0.0   180 0.0   19,220 0.1 

Ⅶ．特別損失     13,666 0.1   19,234 0.2   18,155 0.1 

税引前中間(当
期)純利益     728,282 7.7   779,763 8.0   1,350,869 7.2 

法人税、住民税
及び事業税     309,351 3.3   353,159 3.6   559,013 3.0 

法人税等調整額     7,505 0.1   △32,804 △0.3   17,374 0.1 

中間（当期）純
利益     411,426 4.3   459,408 4.7   774,482 4.1 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）               

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計  
利益  
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 特別償却
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高(千円) 2,160,000 3,082,770 3,082,770 250,488 2,424 7,240,000 1,216,594 8,709,506 13,952,276 

中間会計期間中の変動額                  

特別償却準備金の取崩し(注)         △1,212   1,212 － － 

別途積立金の積立て(注)           200,000 △200,000 － － 

剰余金の配当(注)             △376,000 △376,000 △376,000 

役員賞与(注)             △38,000 △38,000 △38,000 

中間純利益             411,426 411,426 411,426 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                  

中間会計期間中の変動額合計

(千円) 
－ － － － △1,212 200,000 △201,362 △2,574 △2,574 

平成18年９月30日 残高(千円) 2,160,000 3,082,770 3,082,770 250,488 1,212 7,440,000 1,015,232 8,706,932 13,949,702 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額

等合計 

平成18年３月31日 残高(千円) 307,918 － 307,918 14,260,194 

中間会計期間中の変動額        

特別償却準備金の取崩し(注)       － 

別途積立金の積立て(注)       － 

剰余金の配当(注)       △376,000 

役員賞与(注)       △38,000 

中間純利益       411,426 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△7,728 △7,976 △15,704 △15,704 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
△7,728 △7,976 △15,704 △18,278 

平成18年９月30日 残高(千円) 300,190 △7,976 292,214 14,241,916 

 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）               

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金
資本剰余金

合計  
利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日 残高(千円) 2,160,000 3,082,770 3,082,770 250,488 7,440,000 1,379,500 9,069,988 14,312,758 

中間会計期間中の変動額                

別途積立金の積立て         300,000 △300,000   － 

剰余金の配当           △329,000 △329,000 △329,000 

中間純利益           459,408 459,408 459,408 

株主資本以外の項目の中間会計期間中

の変動額（純額） 
                

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
－ － － － 300,000 △169,592 130,408 130,408 

平成19年９月30日 残高(千円) 2,160,000 3,082,770 3,082,770 250,488 7,740,000 1,209,908 9,200,396 14,443,166 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額

等合計 

平成19年３月31日 残高(千円) 320,269 2,425 322,694 14,635,452 

中間会計期間中の変動額        

別途積立金の積立て       － 

剰余金の配当       △329,000 

中間純利益       459,408 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△51,410 △3,057 △54,467 △54,467 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
△51,410 △3,057 △54,467 75,941 

平成19年９月30日 残高(千円) 268,859 △632 268,227 14,711,393 

 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）               

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計  
利益  
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 特別償却
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高(千円) 2,160,000 3,082,770 3,082,770 250,488 2,424 7,240,000 1,216,594 8,709,506 13,952,276 

事業年度中の変動額                  

特別償却準備金の取崩し         △1,212   1,212 － － 

特別償却準備金の取崩し(注)         △1,212   1,212 － － 

別途積立金の積立て(注)           200,000 △200,000 － － 

剰余金の配当(注)             △376,000 △376,000 △376,000 

役員賞与(注)             △38,000 △38,000 △38,000 

当期純利益             774,482 774,482 774,482 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
                  

事業年度中の変動額合計(千円) － － － － △2,424 200,000 162,906 360,482 360,482 

平成19年３月31日 残高(千円) 2,160,000 3,082,770 3,082,770 250,488 － 7,440,000 1,379,500 9,069,988 14,312,758 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額

等合計 

平成18年３月31日 残高(千円) 307,918 － 307,918 14,260,194 

事業年度中の変動額        

特別償却準備金の取崩し       － 

特別償却準備金の取崩し(注)       － 

別途積立金の積立て(注)       － 

剰余金の配当(注)       △376,000 

役員賞与(注)       △38,000 

当期純利益       774,482 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
12,351 2,425 14,776 14,776 

事業年度中の変動額合計 

(千円) 
12,351 2,425 14,776 375,258 

平成19年３月31日 残高(千円) 320,269 2,425 322,694 14,635,452 

 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

税引前中間（当期）純利
益 

  728,282 779,763 1,350,869 

減価償却費   308,473 301,211 636,337 

その他の償却費   980 980 1,960 

賞与引当金の増加額（△
減少額） 

  35,914 38,886 △1,683 

役員賞与引当金の増加額
（△減少額） 

  19,000 △19,000 38,000 

退職給付引当金の増加額
（△減少額） 

  9,117 32,182 △26,123 

役員退職慰労引当金の増
加額 

  100 5,100 5,400 

貸倒引当金の減少額   △180 △8,170 △7,975 

受取利息及び受取配当金   △10,679 △16,495 △21,981 

支払手数料    1,995 2,011 5,689 

投資有価証券売却に伴う
為替差益 

  － － △192 

投資有価証券償還損   － － 944 

投資有価証券売却益   △342 － △342 

有形固定資産除却損   13,666 19,022 17,076 

有形固定資産売却損   － 212 135 

有形固定資産売却益   － － △559 

売上債権の増加額   △335,909 △23,747 △484,958 

破産債権更生債権等の減
少額 

  180 180 7,975 

たな卸資産の減少額（△
増加額） 

  286,352 △138,732 155,535 

前払費用の減少額（△増
加額） 

  1,412 △8,856 2,780 

未収入金の減少額（△増
加額） 

  522 1,655 △32,955 

その他資産の増加額   △13,309 △841 △30,607 

仕入債務の増加額（△減
少額） 

  234,779 △147,053 646,038 

未払金の減少額   △144,676 △138,379 △39,193 

未払費用の増加額   5,161 4,571 1,257 

未払消費税等の減少額   △21,366 △53,503 △7,020 

その他の負債の減少額   △11,613 △10,317 △2,064 

 



   

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

役員賞与の支払額   △38,000 － △38,000 

小計   1,069,859 620,680 2,176,343 

利息及び配当金の受取額   10,200 15,609 20,302 

保険金の受領額   － 32,859 － 

支払手数料の支払額   － － △5,722 

法人税等の支払額   △510,244 △231,609 △838,144 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  569,815 437,539 1,352,779 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

定期預金の戻入による収
入 

  350,000 － 350,000 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △2,920 △35,465 △5,153 

投資有価証券の売却によ
る収入 

  381 － 1,552 

出資金の売却による収入   4,200 － 4,200 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △196,313 △382,022 △405,423 

有形固定資産の除却に伴
う支出 

  △9,470 △7,083 △11,170 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △30,447 △3,093 △32,368 

有形固定資産等の売却に
よる収入 

  － 1,058 2,518 

貸付けによる支出   △18,000 △1,000 △19,900 

貸付金の回収による収入   7,660 1,865 9,422 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  105,091 △425,740 △106,322 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

配当金の支払額   △376,000 △329,000 △376,000 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △376,000 △329,000 △376,000 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減
額 

  298,906 △317,201 870,457 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  979,940 1,850,397 979,940 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

  1,278,846 1,533,196 1,850,397 

         



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

    中間決算日の市場価 

     格等に基づく時価法  

     によっております。  

  (評価差額は全部純資 

   産直入法により処理  

   し、売却原価は移動  

   平均法により算定)  

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法によ

っております。(評価

差額は全部純資産直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

 時価法によっておりま

す。 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品・原材料 

移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

(3）たな卸資産 

商品・原材料 

同左 

(3）たな卸資産 

商品・原材料 

同左 

  製品・仕掛品 

総平均法による原価

法によっておりま

す。 

製品・仕掛品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

終仕入原価法によ

っております。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した

建物（建物付属設備を除

く。）については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物 3～60年 

機械及び装置 7～12年 

   

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ────  （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資

産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却

の方法に変更しておりま

す。 

 これにより営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益は、それぞれ2,887

千円減少しております。 

──── 

    （追加情報） 

 法人税法改正に伴い、

平成19年３月31日以前に

取得した資産について

は、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の

５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上して

おります。 

 これにより営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益がそれぞれ3,765千

円減少しております。 

  

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。なお、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用可

能期間（５年）に基づく

定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備

えるため、支給見込額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期

間末において発生してい

ると認められる額を費用

計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、計上しておりま

す。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支払

いに備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支払

いに備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 

  (5）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備え

るため、当事業年度にお

ける支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上し

ております。      

(5）役員賞与引当金 

同左 

(5）役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備え

て、当事業年度における

支給見込額に基づき計上

しております。 

  （会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、

「役員賞与に関する会計

基準」(企業会計基準第４

号 平成17年11月29日)を

適用しております。 

 これにより営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益は、それぞれ

19,000千円減少しており

ます。 

──── （会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役

員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

 これにより営業利益、

経常利益及び税引前当期

純利益は、それぞれ

38,000千円減少しており

ます。 

４．外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５．リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理方法によ

っております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

ヘッジ対象 

外貨建の買掛金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 当社は、社内のリスク

管理方針に基づき為替変

動リスクをヘッジしてお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の

方法 

 ヘッジ開始時から有効

性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動

額等を基礎にして判断し

ております。 

(4）ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

７．中間キャッシュ・

フロー計算書(キャッ

シュ・フロー計算書)

における資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

８．その他中間財務諸

表（財務諸表）作成

のための基本となる

重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は

税抜方式によっておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（拡販条件費の計上） 

 卸売店の販売数量により計算され

る拡販条件費及び一部の販売促進費

については、従来、条件単価の決定

が一定でなかったこと等から、正確

に見積もることが困難であったた

め、卸売店からの請求書をもとに確

定時に計上しておりました。しか

し、前下期において拡販条件にかか

る取引条件が明確化されてきた等の

要因により、拡販条件費の見積計算

の精度が向上し、合理的な見積りが

可能になったことから、前期末より

発生見積額を未払計上しておりま

す。なお、前中間会計期間は、変更

後の方法によった場合と比較して、

営業利益及び経常利益が140,769千

円、税引前中間純利益は140,769千円

それぞれ多く計上されております。 

  

──── ──── 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は14,249,891千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

──── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用し

ております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は14,633,027千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における貸

借対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

(中間貸借対照表)  

 「土地」は、前中間会計期間まで、有形固定資産の

「その他」に含めて表示していましたが、当中間会計期

間において資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記

しました。 

 なお、前中間会計期間の「土地」の金額は621,356千円

であります。 

──── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は5,342,837千円でありま

す。 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は5,824,982千円でありま

す。 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は5,625,769千円でありま

す。 

※２．消費税等の取扱いは次のとお

りであります。 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ流動負債のそ

の他に含めて表示しておりま

す。 

※２．消費税等の取扱いは次のとお

りであります。 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ流動負債のそ

の他に含めて表示しておりま

す。 

──── 

 ３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と特定融資枠契約（シンジケ

ーション方式によるコミット

メントライン）を締結してお

ります。この契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行

残高等は次のとおりでありま

す。 

 ３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と特定融資枠契約（シンジケ

ーション方式によるコミット

メントライン）を締結してお

ります。この契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行

残高等は次のとおりでありま

す。 

 ３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と特定融資枠契約（シンジケ

ーション方式によるコミット

メントライン）を締結してお

ります。この契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高

等は次のとおりであります。 

特定融資枠契   2,000,000千円 

約の総額            

借入実行残高        ─ 千円  

   差引額   2,000,000千円 

特定融資枠契   2,000,000千円 

約の総額           

借入実行残高        ─ 千円  

   差引額   2,000,000千円 

特定融資枠契   2,000,000千円 

約の総額           

借入実行残高        ─ 千円  

   差引額   2,000,000千円 

     

※４．中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、

当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、 

次の中間期末日満期手形が中

間期末残高に含まれておりま

す。  

 受取手形 13,775千円  

※４．中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、

当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、 

次の中間期末日満期手形が中

間期末残高に含まれておりま

す。  

 受取手形 14,970千円  

※４．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済

処理をしております。なお、

当会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の期

末日満期手形が期末残高に含

まれております。 

 

 受取手形 9,147千円 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目は、次

のとおりであります。 

※１．営業外収益の主要項目は、次

のとおりであります。 

※１．営業外収益の主要項目は、次

のとおりであります。 

受取利息    1,865千円

為替差益  19,853千円

受取利息 5,787千円

為替差益 3,106千円

受取利息  5,816千円

為替差益  84,739千円

※２．営業外費用の主要項目は、次

のとおりであります。 

※２．営業外費用の主要項目は、次

のとおりであります。 

※２．営業外費用の主要項目は、次

のとおりであります。 

支払手数料   1,995千円

減価償却費   9,009千円

支払手数料    2,011千円

減価償却費   3,117千円

支払手数料 5,689千円

減価償却費 14,342千円

※３．減価償却実施額は次のとおり

であります。 

※３．減価償却実施額は次のとおり

であります。 

※３．減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 283,519千円

無形固定資産 24,954千円

有形固定資産 275,844千円

無形固定資産 25,367千円

有形固定資産 586,215千円

無形固定資産   50,122千円

  １．発行済株式の種類及び総数に関する事項                                                             

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  9,400 － － 9,400 

合計 9,400 － － 9,400 

 ２．配当に関する事項  

 （１）配当金支払額 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 376,000 40  平成18年３月31日  平成18年６月30日 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 
  

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
  

  

  １．発行済株式の種類及び総数に関する事項                                                             

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  9,400 － － 9,400 

合計 9,400 － － 9,400 

 ２．配当に関する事項  

 （１）配当金支払額 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 329,000 35  平成19年３月31日  平成19年６月29日 

  １．発行済株式の種類及び総数に関する事項                                                             

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当事業年度増加株式

数（千株） 

当事業年度減少株式

数（千株） 

当事業年度末株式数

（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  9,400 － － 9,400 

合計 9,400 － － 9,400 

 ２．配当に関する事項  

 （１）配当金支払額 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 376,000 40  平成18年３月31日  平成18年６月30日 

 （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 329,000 利益剰余金 35  平成19年３月31日  平成19年６月29日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に記載されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘

定 
2,893,846千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△1,615,000千円

現金及び現金同

等物 
 1,278,846千円

現金及び預金勘

定 
 3,148,196千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△1,615,000千円

現金及び現金同

等物 
1,533,196千円

現金及び預金勘

定 
3,465,397千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△1,615,000千円

現金及び現金同

等物 
1,850,397千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

機械及び 
装置 

411,710 334,348 77,362

合計 411,710 334,348 77,362

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械及び 
装置 

259,710 225,390 34,320

合計 259,710 225,390 34,320

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

機械及び 
装置 

411,710 357,221 54,489

合計 411,710 357,221 54,489

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内  52,040千円

１年超 43,070千円

合計   95,110千円

１年内 34,785千円

１年超 8,286千円

合計 43,071千円

１年内 42,477千円

１年超 25,269千円

合計 67,746千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料  30,535千円

減価償却費相当額 23,372千円

支払利息相当額  3,475千円

支払リース料 26,449千円

減価償却費相当額 20,169千円

支払利息相当額 1,773千円

支払リース料 60,529千円

減価償却費相当額  46,245千円

支払利息相当額 6,105千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

  (減損損失について) 

同左 

  (減損損失について) 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 614,600 1,104,088 489,488 

(2）その他 52,467 53,718 1,251 

合計 667,067 1,157,806 490,739 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他の有価証券  

非上場株式 

優先株式 

246,453 

200,000 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 618,698 1,063,378 444,680 

(2）その他 53,261 53,167 △94 

合計 671,959 1,116,545 444,586 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他の有価証券  

非上場株式 

優先株式 

271,456 

200,000 



前事業年度末（平成19年３月31日） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

    該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 616,810 1,140,804 523,994 

(2）その他 52,864 53,576 712 

合計 669,674 1,194,380 524,706 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他の有価証券  

非上場株式 

優先株式 

244,417 

200,000 



（１株当たり情報） 

 (注)１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額   1,515.10円   1,565.04円        1,556.96円 

１株当たり中間(当期)純利

益 
43.77円     48.87円               82.39円 

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益 

 潜在株式がないため記載

しておりません。 

同左  同左 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純利益 

（千円） 
411,426 459,408 774,482 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当

期）純利益（千円） 
411,426 459,408 774,482 

期中平均株式数（千株） 9,400 9,400 9,400 



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

      事業年度（第50期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

    事業年度（第50期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年７月25日関東財務局長に提出。 

事業年度（第50期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年10月25日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月７日

かどや製油株式会社      

取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松野 雄一郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉村 孝郎   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているか

どや製油株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５０期事業年度の中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、かどや製油株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年１２月７日

かどや製油株式会社      

取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松野 雄一郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉村 孝郎   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているかどや製油株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第５１期事業年度の中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、かどや製油株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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